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会社の新株予約権等に関する事項
①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）

株　　　主　　　資　　　本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 21,492 19,720 38,665 △3,030 76,848
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,034 △2,034
親会社株主に帰属する当期純利益 7,046 7,046
自 己 株 式 の 取 得 △2,101 △2,101
自 己 株 式 の 処 分 0 5 5
自 己 株 式 の 消 却 △2,638 2,638 ―
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 2,638 △2,638 ―
非 連 結 子 会 社 と の
合 併 に よ る 増 減 △1,042 △1,042
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,330 542 1,873
当 期 末 残 高 21,492 19,720 39,996 △2,487 78,722

その他の包括利益累計額
純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 15,231 16,995 32,227 109,075
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,034
親会社株主に帰属する当期純利益 7,046
自 己 株 式 の 取 得 △2,101
自 己 株 式 の 処 分 5
自 己 株 式 の 消 却 ―
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 ―
非 連 結 子 会 社 と の
合 併 に よ る 増 減 △1,042
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） △3,647 ― △3,647　 △3,647
当 期 変 動 額 合 計 △3,647 ― △3,647 △1,773
当 期 末 残 高 11,584 16,995 28,579 107,302
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連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】
１．連結の範囲に関する事項
（1）	連結子会社の数…４社

連結子会社の名称…��平和サービス㈱、ハウジングサービス㈱、
平和不動産アセット�マネジメント㈱、㈱東京証券会館

（2）	主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社
　特記すべき主要な非連結子会社はありません。
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）	持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会社等の名称

　特記すべき主要な非連結子会社はありません。
（2）	持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
（1）	資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
・満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
・その他有価証券
ａ．時価のあるもの…�決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用
しております。

ｂ．時価のないもの…主として移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産
　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

（2）	固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　（リース資産を除く）

…定率法を採用しております。ただし、東京証券取引所ビルほか２棟のビル及び
1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。なお、連結子会社については、主に定額法を採用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　　８～55年
　　機械装置及び運搬具　　　６～10年
　　工具、器具及び備品　　　５～15年

②　無形固定資産
　　（リース資産を除く）

…定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）	繰延資産の処理方法
　社債発行費…社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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（4）	引当金の計上基準
①　貸倒引当金
…�営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金
…�役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　賞与引当金
…従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④　株式給付引当金
…�株式給付規程に基づく役員及び執行役員への当社株式の給付等に備えるため、当連結会計年
度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）	重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
…金利スワップについて、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③　ヘッジ方針
…借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
…�金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価を省
略しております。
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（6）	その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法
…�退職給付に係る負債は、従業員及び年金受給者の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務から年金資産の公正な評価額を控除した額を計上しております。なお、
中小企業退職金共済制度などを採用している連結子会社は、退職給付に係る負債を計上して
おりません。

②　消費税等の処理方法
…�税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理しております。

【表示方法の変更に関する注記】
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めておりました「長期未払金」は、金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「過年度法人税等」は金額的重要性が乏し
くなったため、当連結会計年度においては「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しており
ます。

【追加情報】
（取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の導入）
　当社は、2019年６月26日開催の第99回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締
役及び国内非居住者を除く。）及び執行役員（国内非居住者を除き、以下、総称して「取締役等」
という。）を対象とした新たな業績連動型株式報酬制度「役員向け株式給付信託」（以下、「本制度」
という。）を導入しております。

１．取引の概要
　本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本
信託」という。）が当社株式を取得し、当社取締役会で定めた株式給付規程に基づき、各取締役
等に付与するポイントに相当する数の当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、「当社
株式等」という。）を、本信託を通じて、各取締役等に給付する株式報酬制度です。なお、取締
役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任後となります。
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２．信託に残存する自社の株式
　本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿
価額は139百万円、株式数は60,200株であります。

【連結貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額� 89,055百万円

２．保証債務
　従業員の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。
　　平和不動産㈱職員向住宅融資利用者� 223百万円

３．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行っており、当該評価差額に係る税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお
ります。
（再評価の方法）
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定
める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、合理的な調整を行って算出しており
ます。
（再評価を行った年月日）
　2001年３月31日
（再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額）
　当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っている
ため、差額を記載しておりません。
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４．投資有価証券
　投資有価証券には、以下の資産が含まれております。
　　平和不動産リート投資法人の投資口� 13,973百万円
� （139,179口）

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．発行済株式の数
　普通株式� 38,859,996株�

２．自己株式の数
　普通株式� 1,041,458株
（注）�普通株式の自己株式の数には、役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社の株式（当連

結会計年度末60,200株）が含まれております。

３．剰余金の配当
（1）	配当金支払額
①　2019年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額� 1,083百万円
・１株当たりの配当額� 28円
・基準日� 2019年３月31日
・効力発生日� 2019年６月27日

②　2019年10月31日の取締役会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額� 951百万円
・１株当たりの配当額� 25円
・基準日� 2019年９月30日
・効力発生日� 2019年12月２日
配当金の総額には、役員向け株式給付信託の信託財産として、信託が保有する当社株式に対
する配当金１百万円が含まれております。
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（2）	基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2020年６月24日の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額� 1,174百万円
・配当の原資� 利益剰余金
・１株当たりの配当額� 31円
・基準日� 2020年３月31日
・効力発生日� 2020年６月25日
配当金の総額には、役員向け株式給付信託の信託財産として、信託が保有する当社株式に対
する配当金１百万円が含まれております。
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入等
により資金を調達しております。
　また、投資有価証券のうち、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金等の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部長期借
入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しておりま
す。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

①　現金及び預金 15,766 15,766 －
②　営業未収入金 1,121 1,121 －
③　有価証券 13,002 13,002 △０
④　投資有価証券 27,393 27,393 ０
⑤　営業未払金 (2,236) (2,236) －
⑥　社債 (25,199) (25,215) (15)
⑦　短期借入金 (6,250) (6,250) －
⑧　長期借入金 (151,528) (153,112) (1,583)
⑨　長期未払金 (4,004) (3,973) (△31)
⑩　デリバティブ取引 － － －

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）� 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
①　現�金及び預金、並びに②　営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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③　有価証券、並びに④　投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示さ
れた価格によっております。

⑤　営業未払金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑥　社債
　これらの時価について、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

⑦　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑧　長期借入金、並びに⑨　長期未払金
　固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に
よっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると
考えられるため、当該帳簿価額によっております。なお、変動金利によるもののうち、金利スワップの特例処理の対
象とされたものは、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用さ
れる合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。�

⑩　デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ
の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑧参照）。

（注２）�非上場株式等（連結貸借対照表計上額3,358百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ
となどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④投資有価証券」には含めておりません。

（注３）�営業出資（連結貸借対照表計上額485百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、時価開示の対象としておりません。

（注４）�長期預り敷金保証金（連結貸借対照表計上額22,188百万円）は、市場価格がなく、かつ賃借人の入居から退去まで
の実質的な預託期間を算定することは極めて困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極め
て困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

【賃貸等不動産に関する注記】
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業
施設等を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 244,049百万円
時価 363,545百万円
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（注１）� 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
（注２）� �当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく金額、そ

の他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等（指標等を用いて調整を行ったもの
を含む。）であります。

【１株当たり情報に関する注記】
� １株当たり純資産額� 2,837.29円

� １株当たり当期純利益� 184.82円
（注）� �役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度末60千株）
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含めております。（当連結会計年度41千株）

【重要な後発事象に関する注記】
（自己株式の取得）
　当社は、2020年４月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替
えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
　株主還元の強化及び資本効率向上のため

２．取得に係る事項の内容
(1)�取得対象株式の種類 普通株式
(2)�取得し得る株式の総数 40万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.06％）
(3)�株式の取得価額の総額 1,000百万円（上限）
(4)�取得期間 2020年５月１日～2020年10月31日
(5)�取得方法 東京証券取引所における市場買付け
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【その他の注記】
（1）	減損損失

場所 主な用途 種類 減損損失

千葉県我孫子市 駐車場他 土地 8百万円

　当社グループは、上記の資産グループについて減損損失を計上しております。減損損失の算定
にあたっては、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・
フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。
　当連結会計年度において、時価が下落している賃貸不動産等の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失（８百万円）として特別損失に計上しました。
　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、適切に市場価
格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定しております。

（2）	不正関連損失
　当社元従業員の不正行為（以下、「不正行為」といいます。）に関し、2019年12月12日付で公
表いたしました社内調査委員会から受領した調査報告書（以下、「調査報告書」といいます。）に
おいて認定された純資産影響額等を当連結会計年度に特別損失として計上しております。
　なお、調査報告書では、当連結会計年度に売上原価として計上している不正行為による損害も
認定されております。

　各科目に含まれる計上金額は次のとおりであります。
売上原価 116百万円
不正関連損失 177
計 294
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評価・換算差額等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 14,954 16,995 31,950 103,786
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,034
固定資産圧縮積立金の積立 ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
当 期 純 利 益 5,915
自 己 株 式 の 取 得 △2,101
自 己 株 式 の 処 分 5
自 己 株 式 の 消 却 ―
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,585 ― △3,585 △3,585

当 期 変 動 額 合 計 △3,585 ― △3,585 △1,800
当 期 末 残 高 11,368 16,995 28,364 101,986

（単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式株主資本合計資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 21,492 19,720 ― 19,720 1,453 2,232 10,115 19,852 33,653 △3,030 71,836
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △2,034 △2,034 △2,034
固定資産圧縮積立金の積立 142 △142 ― ―
固定資産圧縮積立金の取崩 △45 45 ― ―
当 期 純 利 益 5,915 5,915 5,915
自己 株式の取得 △2,101 △2,101
自己株式の処分 0 0 5 5
自己 株式の消却 △2,638 △2,638 2,638 ―
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 2,638 2,638 △2,638 △2,638 ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 96 ― 1,146 1,242 542 1,785
当 期 末 残 高 21,492 19,720 ― 19,720 1,453 2,329 10,115 20,998 34,896 △2,487 73,622

株主資本等変動計算書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
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個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）	有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
②　関係会社株式（子会社株式及び関連会社株式）…移動平均法による原価法を採用しております。
③　その他有価証券
ａ．時価のあるもの…�決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用しており
ます。

ｂ．時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。
（2）	たな卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産…定率法を採用しております。ただし、東京証券取引所ビルほか２棟のビル及び

1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　　　　　８～55年
　　機械及び装置、車両運搬具　　　６～10年
　　工具、器具及び備品　　　　　　５～15年

②　無形固定資産…定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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３．繰延資産の処理方法
　社債発行費…社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４．引当金の計上基準
①　貸倒引当金
…�営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金
…�役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　賞与引当金
…従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④　株式給付引当金
…�株式給付規程に基づく役員及び執行役員への当社株式の給付等に備えるため、当事業年度末
における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑤　退職給付引当金
…�従業員及び年金受給者の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から年
金資産の公正な評価額を控除した額を計上しております。
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５．ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
…�金利スワップについて、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており
ます。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③　ヘッジ方針
…�借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
…�金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価を省
略しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の処理方法
…税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。

【表示方法の変更に関する注記】
（損益計算書）
　前事業年度において、独立掲記しておりました「過年度法人税等」は金額的重要性が乏しくなっ
たため、当事業年度においては「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。

【追加情報】
（取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の導入）
　当社は、2019年６月26日開催の第99回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役
及び国内非居住者を除く。）及び執行役員（国内非居住者を除き、以下、総称して「取締役等」とい
う。）を対象とした新たな業績連動型株式報酬制度「役員向け株式給付信託」（以下、「本制度」とい
う。）を導入しております。
　詳細については、連結計算書類における【追加情報】に記載のとおりであります。
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【貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額� 82,744百万円

２．保証債務
　従業員の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。
　　平和不動産㈱職員向住宅融資利用者� 223百万円
�

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
　金銭債権� 2,829百万円
　金銭債務� 2,842百万円

４．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行っており、当該評価差額に係る税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお
ります。
（再評価の方法）
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定
める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、合理的な調整を行って算出しており
ます。
（再評価を行った年月日）
　2001年３月31日
（再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額）
　当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、
差額を記載しておりません。

５．投資有価証券
　投資有価証券には、以下の資産が含まれております。
　　平和不動産リート投資法人の投資口� 13,638百万円
　� （135,845口）
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【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高
営業取引� 1,552百万円
営業取引以外の取引� 812百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式の数
普通株式� 1,041,458株
　（注）�普通株式の自己株式の数には、役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社の

株式（当事業年度末60,200株）が含まれております。
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

賞与引当金 41百万円
未払事業税 149百万円
棚卸資産評価損 189百万円
未収入金 127百万円
建替関連損失 531百万円
減損損失 1,575百万円
退職給付引当金 36百万円
資産除去債務 200百万円
その他 159百万円

繰延税金資産小計 3,010百万円
評価性引当額 △1,091百万円

繰延税金資産合計 1,918百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △1,028百万円
その他有価証券評価差額金 △5,017百万円
固定資産評価差額 △223百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △126百万円

繰延税金負債合計 △6,395百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △4,476百万円
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【関連当事者との取引に関する注記】
該当する重要な取引はありません。

【１株当たり情報に関する注記】
� １株当たり純資産額� 2,696.74円

� １株当たり当期純利益� 155.17円
（注）�役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当事業年度末60千株）
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式に含めております。（当事業年度41千株）

【重要な後発事象に関する注記】
（自己株式の取得）
　当社は、2020年４月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替
えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。
　詳細については、連結計算書類における【重要な後発事象に関する注記】に記載のとおりであり
ます。

【連結配当規制適用会社に関する注記】
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。
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【その他の注記】
（1）	減損損失

場所 主な用途 種類 減損損失
千葉県我孫子市 駐車場他 土地 ８百万円

　当社は、上記の資産グループについて減損損失を計上しております。減損損失の算定にあたっ
ては、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロー
を生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。
　当事業年度において、時価が下落している賃貸不動産等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（８百万円）として特別損失に計上しました。
　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、適切に市場価
格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定しております。

（2）不正関連損失
　当社元従業員の不正行為（以下、「不正行為」といいます。）に関し、2019年12月12日付で公
表いたしました社内調査委員会から受領した調査報告書（以下、「調査報告書」といいます。）に
おいて認定された純資産影響額等を当事業年度に特別損失として計上しております。
　なお、調査報告書では、当事業年度に売上原価として計上している不正行為による損害も認定
されております。

　各科目に含まれる計上金額は次のとおりであります。
売上原価 116百万円
不正関連損失 177
計 294

（3）抱合せ株式消滅差損
　抱合せ株式消滅差損は、当社の非連結子会社でありました株式会社兜町第３平和ビルを2019年
10月１日付で吸収合併したことにより発生したものであります。
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